（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名　新　スマート養魚導入推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　農政部部里川振興課水産振興室　電話番号：058-272-1111（内2912 ）

　　　　　　　E-mail：c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　６，０００千円（前年度予算額：     ０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・養殖を効率化するためには需要に応じた計画生産と施設の利用率の向上が必要

・そのためには、各飼育池の収容量、魚の大きさ、最適出荷時期などを正確に予想する技術が不可欠

・現状、それらは熟練飼育者の経験に基づき推定されており、新たな養殖従事者にとって大きな技術的障壁となっている。

・養殖現場は新たな担い手の確保に苦慮しており、経験と勘に頼ってきた養殖技術の見える化、簡易化が養殖業の持続的発展に向けて必要。
（２）事業内容

〇現場データの収集（解析基礎となるデータベースの作成）

温度、溶存酸素、流速など魚の成長に影響する物理的変動要因をセンサーで連続的に記録するとともに、各池の成長関連データ（当初収容量、当初収容サイズ、取り上げ量、取り上げ時サイズ、給餌量、死亡量）及び飼育データ（飼育池の大きさ、形状、注水量、給気量、飼育系統）を収集

〇成長予測モデルの開発

上記データベースを基に、事前に当初収容量、当初サイズ、種々の飼育データを入力すると、温度、溶存酸素などのセンサーデータから現在の魚のサイズや収容量を推定する線形モデルを開発する。

〇IoTを活用した養殖支援システムの開発

IoTセンサーにより温度や溶存酸素などのデータ自動収集し、成長予測モデルにあてはめて、最適給餌量や最適出荷時期を提示するシステムを開発する。

〇IoTを活用した養殖支援システムの現場実証

大規模養魚場（2ヶ所）で養殖支援システムによるモデル事業を実施し、その有効性について検証する。
（３）県負担・補助率の考え方

　令和元年度農政部の基本方針のⅠ多様な担い手づくりで①スマート農業の推進があげられており、本事業はそれに資する事業である。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	196
	データ整理補助

	旅費
	332
	業務旅費

	需用費
	812
	消耗品費

	委託料
	4,060
	養殖場２件でのデータ収集の委託

	備品購入費
	600
	マルチ水質計

	合計
	6,000
	


	　決定額の考え方　

  研究費の中で優先順位をつけて実施すべきものであるため、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
令和元年度農政部の基本方針でⅠ多様な担い手づくりで①スマート農業の推進が位置付けられている。
（２）国・他県の状況

水産庁の事業で民間団体等への委託事業としてICTを活用した漁場の見える化や水産業のデータ連携基盤の構築を目指した「スマート水産業推進事業」が予算化されている。しかしながら目的は漁業であり、養殖業に使うことのできるメニューがない。
（３）後年度の財政負担
養殖支援システムが完成した後には、民間業者において運用していくものであり、事業後の財政負担は考えていない。
（４）事業主体及びその妥当性
解析に使うデータはいろいろな条件で数多くあることが望ましく、かつ、当然であるが、正確なものである必要がある。収集を予定している養魚場は、２業者とも養殖エコラベル（AEL）を持っており、確かな飼育管理技術を持っており、データ収集を依頼するのに適当と考えらえる。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか最適給餌量や最適出荷時期を提示するシステムを開発する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	アユ養殖生産量
	1,160t
（H30）
	1,180t
（R元 ）
	1,200t
（R２ ）
	650t
（H30 ）
	1,200t
（R6 ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	養殖現場は新たな担い手の確保に苦慮しており、IoTを活用した養殖現場での省力化が望まれている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・収集するデータの種類は分かっているが、池ごとに違う環境の中で統一したデータを収集する方法を考えていく必要がある。



（次年度の方向性）
	・データの収集を柱に解析方法についても検討していく。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


